
1/5  

行田市スマート農業等推進補助金交付要綱 

平成28年３月31日告示第114号 

令和３年３月31日告示第116号 

令和５年３月31日告示第98号 

令和７年３月31日告示第93号 

（目的） 

第１条 この要綱は、農業所得の増大に向けたスマート農業技術の導入等の新たな取組を行おうと

する市内の農業者に対し、予算の範囲内において行田市スマート農業等推進補助金（以下「補助

金」という。）を交付することにより、スマート農業技術の普及を図るとともに市内の農業者の

農業所得の増大に向けた積極的な取組を促進し、もって市内の農業者の農業経営基盤の強化並び

に市内の農業の振興及び産業の活性化を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１)  スマート農業技術 農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関す

る法律（令和６年法律第６３号）第２条第１項に規定するものをいう。 

(２)  認定農業者 市内の農地を所有し、又は耕作する者で、農業経営基盤強化促進法（昭和５

５年法律第６５号）第１２条第１項の規定による農業経営改善計画の認定を受けた者をいう。 

(３)  農地所有適格法人 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２条第３項に規定する要件を

満たし、農地に関する権利の取得が可能な法人をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

(１) 市内の農地で農業経営を行っていること。 

(２) 個人にあっては、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市の住民基本台

帳に記録されていること。ただし、次条第１号に規定する事業の内、第５条第８号に要する経

費を申請する場合はこの限りではない。 

 (３) 法人にあっては、本市が認定した認定農業者又は農地所有適格法人であること。 

（４） 農業者の組織する団体にあっては、受益農業者が５名以上かつ第２号又は前号に規定する

者で組織される団体であること。 

（５） 市税の滞納がないこと。 
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（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、前条に規定する補

助対象者が営む事業で、次に掲げるものとする。ただし、既に国庫及び県費による補助金等の交

付の対象となっている事業は、補助対象事業としないものとする。 

(１) スマート農業技術の導入等により、農産物の既存の生産方法を改善することで、効率的に

生産量を拡大し、又は生産コストを縮減しようとする事業 

(２) 新たな特産品として期待できる農産物の生産を試みる事業 

(３) 農産物の付加価値を高め、新たに農産物をブランド化しようとする事業 

(４) 新たに農産物を加工した商品を開発し、販売しようとする事業 

(５) 新たに観光農園（本市の内外に住所を有する者が農産物を栽培することができる市民農園

を含む。）を開設しようとする事業 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条に掲げる事業

に要する経費であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、汎用性が高いと市長

が認める経費は除く。 

(１) ＩＣＴ機器（情報通信技術を活用した機器をいう。）又はロボット技術を導入し、及び利

用するために要する経費 

(２) 設備の設置に要する経費 

(３) 資器材の購入に要する経費 

(４) 研究開発に要する経費 

(５) 種子の購入に要する経費（新たな特産品として生産を試みる農産物の種子に限る。） 

(６) 販路開拓に要する経費 

 (７) 広告宣伝に要する経費 

 (８) 耕作地の集積・集約化における畦畔の撤去に要する経費 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内（１,０００円未満の端数があるときはこれを

切り捨てた額）とし、次に掲げる額を限度とする。ただし、前条第８号に規定する経費に対する補

助金の額は、別表第１のとおりとする。 

（１）第３条第２号又は第３号に規定する者は、１００万円 



3/5  

（２）第３条第４号に規定する者は、２００万円 

２ 補助金の交付は、第４条各号に掲げる事業につき１回限りとする。ただし、第４条第１号に掲

げる事業については、この限りではない。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、行田市スマート農業等

推進補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。 

(１) 事業計画書（様式第２号） 

 (２) 市税完納証明書又は滞納のない証明書 

(３) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による提出に当たり、申請者は当該補助金に係る消費税仕入控除税額（補助対象経費に

含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定

する仕入れに係る消費税として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下

同じ。）がある場合は、これを減額して申請するものとする。ただし、申請時において当該補助金に係

る消費税仕入控除額が明らかでない場合は、この限りでない。 

３ 申請者が、前年度以前にこの要綱による交付決定を受けている場合において、成果目標が達成され

ていないときは、申請することができないものとする。ただし、市長が特別の理由があると認めたと

きは、この限りでない。 

 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、申請書の提出を受けたときは、別表第２に基づくポイント数の合計が高い順に補助金

の交付の可否を決定するものとする。この場合において、事業年度を続けて申請する場合は、合計し

たポイント数に４分の３を乗じるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の可否を決定したときは、行田市スマート農業等推進

補助金交付・不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付を決定する場合において必要があると認めるときは、

当該決定に条件を付することができる。 

 （変更の承認申請等） 

第９条 申請者は、補助金の交付決定を受けた後、次に掲げる変更を行う場合は、行田市スマート

農業等推進補助金計画変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出するものとする。 
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(１) 総事業費の３０パーセントを超える事業費の増減を伴う変更 

(２) 事業計画の変更 

２ 市長は、前項に規定する申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、変更を承認したと

きは、行田市スマート農業等推進補助金計画変更承認通知書（様式第５号）により、当該申請者に通

知するものとする。 

 

（実績報告） 

第１０条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助対象事業が完了

したときは、行田市スマート農業等推進補助金実績報告書（様式第６号。以下「実績報告書」と

いう。）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。 

(１) 実施状況報告書（様式第７号） 

  (２) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、実績報告書の提出を受けた場合において、当該報告に係る書類及び必要に応じ

て行う実地調査により補助対象事業の実績を審査し、適当であると認めたときは、交付すべき補

助金の額を確定し、行田市スマート農業等推進補助金確定通知書（様式第８号）により交付決定

者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 交付決定者は、前条の規定により補助金の確定の通知を受けたときは、行田市スマート

農業等推進補助金交付請求書（様式第９号）により、補助金の交付を市長に請求するものとする。 

（補助金の交付） 

第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付の請求を受けたときは、速やかに交付決定者に

補助金を交付するものとする。 

 （事業報告） 

第１４条 交付決定者は、事業実施年度から成果目標達成年度まで毎年度、当該年度における成果目標

達成状況を実施状況報告書により、翌年度の５月末日までに市長に提出するものとする。 

２ 市長は、交付決定者に対し、必要に応じて事業遂行状況について報告を求めることができる。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 
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(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) 補助金を交付した日の属する年度の翌年度から５年以内に、当該補助金の交付に係る器具、

設備等を目的外に使用し、又は処分したとき。 

(４) 前各号に定めるもののほか、事業に関し補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件

に違反したとき。 

２ 市長は、前項の場合において、補助金の交付を取り消したときは、行田市スマート農業等推進

補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、既に交付した補助金があるとき

は、当該補助金の全部又は一部を当該交付決定者に返還させることができる。 

（書類の整備及び保管） 

第１７条 交付決定者は、事業に係る収入及び支出についての証拠書類を整備し、及び保管するも

のとする。 

２ 前項の証拠書類は、事業の完了の日の属する会計年度の翌会計年度から５年間保管するものと

する。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 


